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In 1971 the Social Education Council, an advisory body to the恥1inist巴rof Education , Sci-
巴nceand Culture, submitted a report to the Minister on adapting social education to the rapidly 
changing social structure. In出isreport th巴Councilrecomm巴ndedthat social education in the coming 
years be based on a broader perspective and be developed under clos巴cooperationamong the school, 
the home and th巴community,so that it may provide people, both young and old, with diverse oppor 
tunites for lifelong education, and thus adquately meet their demands for educational and cultural ac-
tivities from early childhood to old age. 
Sincel971 gov巴mmentprograms and services in th巴 fieldof social education have b巴en
planned加 dimplemented in line with the recommendation of the Council. In particular, efforts of the 
national and local governments have b巴巴nfocused on I strength巴ningthe training and recruitment of 
social education leaders, expanding and巴ncouragingsocial education activities of community people , 
and h巴lping巴xpandand improve various social巴ducationfacilities. This is the idea of ”the linking of 
academic and social education". 
In 1995 the research report by th巴NationalYouth House出1dNational Children's Center 
committee, propos巴da new id巴afor both acad巴micand social education. This was the idea of "th巴
fusing of academic and social巴ducation’＇.In Japan the term "social education”is used as a general 
term for o伊 nizededucational activities ( including thos巴 forphysical education and recreation) 
mainly for adults and young p巴ople, -activities other than thos巴providedin th巴curriculumof巴le-
ment紅yand secondary schools and institutions of higher education. The traditional distinction be-
tween academic and social education n巴巴dsto be reconsidered. Since th巴型空恒堕 ofacademic and so-
cial education is not practical, a new idea, that is，”the色豆旦孟 ofacademic and social education”is 
necesary. This new idea include the idea of lifelong learning. 
Lifelong learning is not a remot巴id巴al,but a reality which is tending more and more to take 
shap巴ina complex educational scene marked by a series of changes that are accentuating the ne巴d
for it. In order to organize it, we must stop regarding the different forms of teaching and learning as 
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ind巴pendentfrom one another and, in a sense, as superimposable or even competing ; we must try, on 
the contrary, to巴nhanceth巴complementarycharacter of the stages of mod巴rn巴ducationand the巴nvi-
ronm叩 tswhere it is provided. Lifelong learning means to enable people to learn throughout life , and 
recognizing that each fi巴ldof knowledge that people le訂n,spreads into and enriches al others. 
Inl998 the Ministry of Education, Sci巴nceand Culture pres巴ntedits New Cours巴 ofStudy. 
This Course of Study includes for the first time in the school timetable p巴riodsduring which students 
will be able to study subjects of their own choice , for example , Welfare, Environment, Education 
for Int巴rnationalUnderstanding , Information Technology and so on. This is the time of integrated 
learning , called "Sougoutekiトna-Gakusyuuno Jikann " in Japanese. In my opinion, itis a good op 
portunity for students to practice concr・etlythe fusing of academic and social educat10n . 
In this article, I consider the idea of fusing academic and social education, and then, suggest 
possibilities for putting this fusing into practice in th巴fieldof formal education, within the framwork 
of existing legal res仕1ctions.
[Key Words : The linking of acad巴micand social education, Lifelong learning, Th巴fusingof aca-
demic and social巴ducation,New curiculum, The hour of an integrated learning ] 
抄録
昭和46年、社会教育審議会は、 いわゆる「学社連携J論を提唱した。学校教育と社会教育の
連携の必要性についてのこの考えは、昭和49年の杜教審の建議においても、また、昭和56年の
中央教育審議会の答申においても受け継がれ、 学校教育、社会教育、そして、家庭教育を含め
た連携の必要性が強調された。
平成7年7月に出された「国立青年の家 ・少年の家の在り方に関する調査研究協力者会議」
の報告書では、従来の「学社連携」論から、学校教育と社会教育のかかわりについての新たな
考え、いわゆる「学社融合」論が登場した。この考えの登場の背景には、生涯学習社会の構築
という今後の我が国が目指す社会の在り方との関連が考えられる。そこには、「学校教育」と地
域社会、家庭での教育を含めた 「社会教育」との融合が示唆されている。
平成10年に告示された新しい学習指導要領は、「総合的な学習の時間」を新設した。この「総
合的な学習の時間」 は、従来の教科の枠にとらわれない学習を可能としている。 この教育活動
の展開には、学校と家庭、地域との結びつきや地域社会の教育資源の幅広い活用が求められ
る。広い意味での社会教育との連携が必要になると考える。
本稿では、「学社融合」論が生涯学習社会の中で機能する新しい教育の在り方を問う考えであ
ることを明らかにし、 その具体化を「総合的な学習の時間」との関連において整理し、実現の
可能性の方向を探ることを目的とする。
［キーワード：学杜連携、生涯学習、学社融合、新学習指導要領、総合的な学習の時間］
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はじめに
昭和46年の社会教育審議会（以下、社教審）の答申、「急激な社会構造の変化に対処する社会
教育の在り方についてjにおいて、いわゆる「学杜連携J論が登場した。学校教育と社会教育
の連携の必要性についての考えは、その後、各地で様々な論議を経て実践に移されてきたO こ
の考えは、昭和49年の社教審の建議においても強調され、昭和56年の中央教育審議会（以下、
中教審）の答申においては、学校教育、社会教育、そして、家庭教育を含めた連携の重要性が
提言され、受け継がれてきている。
平成7年7月に出された「国立青年の家・少年の家の在り方に関する調査研究協力者会議J
の報告書において、従来の 「学社連携」論から、学校教育と社会教育のかかわりについての新
たな考え、いわゆる「学社融合」論が登場した。この「学社融合」論の「学」がいわゆる「学
校Jを意味するのか、それとも「学校教育」を意味するのか、「杜Jが、地域、家庭を含めた
「社会」を意味するのか、または従前の「社会教育jを意味するのかが暖昧なまま考察されて
いたように思われる。「学社融合J論の登場の背景には、こうした単なる字句的な解釈にとどま
らない、生涯学習社会の構築という今後の我が国が目指す社会の在り方との関連が考えられ
る。そこには、「学社融合」論の「学」が学びの場としての施設である「学校」としての意味だ
けでなく、その内容をも含めた「学校教育」が、そして「学社融合」論の「社」は、従来の社
会教育のみを含めた考えではなく、地域社会、家庭での教育を含めた「社会教育」が含まれて
いると考える。
一方、平成14年度から実施される新しい学習指導要領では、「総合的な学習の時間」が導入さ
れる。移行期間に当たる平成12年4月から、一部の学校では既に試行的に実践されているこの
「総合的な学習の時間」は、従来の教科の枠にとらわれない学習を可能としている。そのねら
いは、「自分で課題を見つけて学び、考え、判断する力（＝生きる力）を育てるとともに、学び
方やものの考え方を身につけ、問題解決に当たる態度（＝方法知）を育成すること。さらに、
これらを通じて自分の得た知識や技能を総合的に働かせる『知の総合化Jを目指している」 l)
とされている。この教育活動の展開には、従来の教科の枠にとらわれないだけでなく、学校、
家庭、地域との結びつきや地域の教育資源の有効な活用が求められる。広い意味での社会教育
との連携が必要になると考えるのである。
本稿では、「学社融合j論がややもすると抽象的な「学校教育」と「社会教育」の融合という
イメージ化や理想、論として捉えられる危険性を指摘し、「学社融合」論が生涯学習社会の中で機
能する新しい教育の在り方を問う考えであることを明らかにし、その具体化を「総合的な学習
の時間」との関連において整理し、実現の可能性を方向を探ることを目的とするものである。
2 「学社融合」論登場の背景
「学社融合」の言葉が登場したのは、先にも述べたとおり、平成7年の「国立青年の家・少
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年の家の在り方に関する調査研究協力者会議Jの報告書においてである。そこでは、「これから
の生涯学習社会においては、学校と学校外の教育がそれぞれオーバーラップしつつ、融合した
形で行われていることが必要であり、また、それがむしろ自然でもある。」2）とされている。
この「学社融合」論に先立つ24年前の昭和46年、「学社連携」という言葉が、社教審の答申で登
場している。そこでは、「これからの社会教育は、生涯教育の観点から再構成される必要があ
る。このため、家庭教育、学校教育、社会教育はそれぞれ役割分担を明らかにし、有機的な協
力関係を持たなければならないJ3）とされている。「学社連携」から 「学杜融合」という言葉、
あるいは考え方に変化した経緯 ・背景を探ってみる。
1）「学社連携」の継続的発展
昭和46年の社教審の答申で提言された 「学社連携」論は、家庭教育、学校教育、社会教育が
それぞれ独自の機能を発揮し、相互に足りない部分を補完しながら協力することが期待されて
いた考えである。しかし、この考えにも基づく様々な取り組みは、 それぞれの役割分担は明確
になったものの、 連携を図る上では十分とは言えない状況であった。このことは、 その後の杜
教審の建議でも、青少年の豊かな人間形成を図る上での連携の必要を説く形で力説され、さら
に、昭和56年の中教審の答申でも、生涯教育との関連で力説されたが、状況の変化は見られな
かったといってもいい。
このこと踏まえ、「学杜融合」論の必要性を、草原克豪は、「学校教育と社会教育がそれぞれ
の役割分担を前提とした上で、そこから一歩進んで、それぞれの要素が部分的に重なり合いな
がら、一体となって青少年の教育に取り組んでいこうとする考え方といっていい。このように
とらえると、これは今までの学社連携と対立する概念ではなく、むしろ連携の最も進んだ形態
と見ることができる。」4）と「学社連携」論との継続性を踏まえた考えを提示している。
2）少子化による新たな連携の必要性
戦前を含め、社会教育法が制定された昭和26年当時においても、社会教育は、その事業にお
いて、成人を対象とする一方で、学校に籍を置かない青少年を対象にして教育活動を行ってい
た。しかし、昭和40年代からの高等学校への急激な進学率の向上、更に大学の大衆化の時代に
なり、成人を対象とする事業は別にして、社会教育が対象としていた青少年は、そのほとんど
が学校に籍を置くことになった。したがって、青少年を対象者としていた社会教育事業は、学
校教育を受けている児童生徒を対象とせざるを得なくなるという現象が起こってきた。そこで
「学社連携」にも新しい展開が求められることになる。
このことは、学校教育と社会教育が役割分担を明確にしても、 その対象者が同じであるとい
うことになり、連携の新たな展開の方法や協力体制を生み出す必要性が出てくることになる。
つまり、学校教育と社会教育は、児童生徒からしてみると学校内の教育活動と学校外の教育活
動という側面が強くなってきたと言えるのである。
3）子どもたちを取り巻く生活環境の変化
各種答申や建議に盛り込まれている社会の変化は、当然のことながら教育の在り方に大きな
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変革を迫っている。特に、都市化や少子化は、家族の在り方を検討しな くてはならない問題を
も提起させている一方で、子どもたちの多様な生活経験や自然体験を減少させ、社会性や人間
関係を保つ能力にも大きな影響を与えている。 これは、 単に学校教育の問題のみならず、 家庭
での教育の在り方、社会全体での教育の在り方を検討する必要性を迫っているといえる。ま
た、 学校に生涯学習機関としての役割が期待され、生涯学習の基礎としての積極的な学習意欲
や学習に対しての好奇心、問題解決能力の育成などが学校教育に寄せられる新しい課題となっ
てきている。
さらに、平成14年度から始まる学校週五日制の完全実施は、単に、 子どもたちの休みが増え
ることだけではなく、成人の余暇の過ごし方や子どもたちとのかかわりに影響を与えると考え
られる。そして、子どもたちの学力の問題や明治以来続いた学校教育への過度の期待を見直
し、家庭教育、社会教育を含めた教育の在り方について子どもたちの視点に立ち、新しい教育
の枠組みを作り出すことが要請されていると認識する必要がある。
3 学社融合の法的根拠
「学社融合」論の具体的な展開をイメージするには、現行法上で 「学校教育と社会教育」の
教育活動の関連が、どのように規定されているかを検討しなければならない。現行法では、社
会教育法の第2条において、社会教育は 「学校教育法に基き、学校の教育課程として行われる
教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動Jと定義されて
いる。つまり、学校教育のねらいや内容に共通していたとしても学校の教育課程内の教育活動
はあくまでも学校教育活動であり、社会教育活動とは見なされないのである。そして、社会教
育と学校教育との関係に関しては、「学校教育上支障のない限り、 ・・・ ・・・学校の施設を社
会教育その他公共のために、利用させることができる」5）とあり、「学校の管理機関は、学校教
育上支障のない限り、その管理する学校の施設を社会教育のための利用に供するように努めな
ければならないJ6）とされている。すなわち、現行の法規定では、社会教育の活動はあくまで
も学校教育と関連がない組織的な教育活動であると限定されている。
学校を施設として利用する社会教育活動がどのように規定されているのかを見てみると、学
校の管理機関は、学校に対して、 「学校施設の利用による青年学級の実施」 7）と 「社会教育のた
めの講座の開設J8）を求めることができるとされている。社会教育のために、学校を利用する
ことはできるが、学校教育上支障のない限りという条件があることから、厳密に解釈すれば、
社会教育が学校を利用することはできるとされているものの、施設開放に限定され、 学校が社
会教育によって利用されているときは、学校は、社会教育の学習の場の代替え、あるいは、補
完として、社会教育施設の役割を果たしているにすぎないと考えられる。 実際、学校体育施設
の開放に関しては、その管理責任が校長にではなく、教育委員会にあるとされており、この原
則が反映されているといえる。
したがって、一つの教育活動が、学校教育として扱われると同時に社会教育であるとされ
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る、学校教育と社会教育の融合を想定する教育活動を実施するには、 学校教育と社会教育の関
係についての従来の一般的な捉ぇ方を越えて、その融合を可能とする具体的イメージや法的根
拠を明確にするとともに、整備する必要がある。
4 学社融合論のイメージ
「学杜融合」の意味を、平成8年の生涯学習審議会の答申は、「学校教育と社会教育がそれぞ
れの役割分担を前提とした上で、そこから一歩進んで、学習の場や活動など両者の要素を部分
的に重ね合わせながら、 一体となって子供たちの教育に取り組んでいこうという考え方であ
り、学社連携の最も進んだ形態と見ることもできる」9）としている。つまり、 「学社融合jと
は、学校教育と社会教育の融合を略した用語で、学校教育と広い意味での地域教育や家庭教育
を含めた社会教育との融合を意味する考えであり、両者がその一部を共有したり、 両者共有の
教育活動を作り出すことを意味する。 ここで、「学社融合論」の「融合」の意味を考察し、 「学
杜融合」論の具体的イメージ、「学杜融合」論の現実的対応について考察してみる。
1 ）融合の語義
融合の意味は一般に「複数の個が、それぞれの機能の全てか、 一部を共有化して、 新たな機
能を備えた、より上位の次元の個を作るこ とj10）とある。この 「融合」の英語訳を列記する
と，"fusion＂”blend＂’＇resolution””merge”＂amalgamate＂などがあげられる。
”fusion”は、政党の合併などで使われることばであり、「溶かし合わせる」などという日本語
訳があてられている。 やや稚拙な例であるが、大学生にも人気のある漫画「ドラゴンボー
ル」 II）の登場人物である孫悟飯とトランクスという少年が、宿敵を倒すためにより強大な力を
持った一人の人物になるという時に用いられている。そこでは、それぞ、れの個性が生かされ、
それぞれの持ち味を併せ持った一人のスーパースター「ゴテンクスjという人物が生み出され
ることになり、「融合jという言葉の具体的な意味として理解しやすい。核融合などの英訳もこ
の”fusion”で、ある。
"blend＇’という言葉は、ほほ日本語として定着している感がある。「ブレン ドコーヒーjとい
う言葉は、日常よ く使われているし、マスコミ等のコマ シーャルでも一日一回は聞かれる。文
字通り「混ぜ、あわせる」という邦訳が使われているが、混紡織物などの繊維業界では、二種類
以上の繊維を混ぜてそれぞれの良さが引き立つような繊維、布地を作る際に用いられている。
また、山本恒夫は、「メンデル以前に栄えた遺伝学説に融合説（blendingtheory）があり、これ
は、 遺伝物質を液体のようなものと考え、いったん混合すると分離できないような融合を意味
する場合にも用いるJ12）としている。
"resolution”は、和音を作る場合などにも用いられる言葉であり、 変形するというような邦訳
も付けられている。この言葉は、「決心する、分解する、解決する」などの邦訳もあわせて持っ
ており、ある一つの方向を求めていくような意味の融合のイメージ化の言葉として参考になる。
"merge”は、情報処理関係では二つ以上のファイルやデータを統合して一つのものにする際
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に用いられる言葉であり、日常的に馴染みのある言葉になりつつある。「合併する、併合する、
没入する、統合する」などの邦訳が当てられており、会社の合併などにも用いられるが、「アン
グロサクソン語とノルマンフラ ンス語が融合して、初期近代英語となった。」 13）などの例示を
辞書に見ることができる。
"amalgamate＂は、治金の精錬法に用いられる言葉で、「アマルガムにするj11）などの言葉で知
られる。歯科医院では、「アマルガム」 を虫歯に詰める銀と錫を主成分とする合金の材料と して
用いている。 また、この言葉は、人種の混交などを意味する言葉で、 数学の群論などの融合積
の場合にも用いられる。
2）学社融合の具体的イメージ
このよう な融合の意味を踏まえて、具体的にどのような学杜融合の形態が想像できるかを次
のように整理してみる。
その第lは、学校教育と社会教育のそれぞれがその一部に教育活動を取り組むような新しい
教育活動を企画し、実施することである。これは新設型と行ってもよい。具体的には、北海道
に多い小規模校においての実践が期待されるもので、子どもたちから成人までを含めた文化、
スポーツのクラブを新設し、学校においてはクラブ活動と位置づけ、 教育委員会は社会教育活
動と位置づけ、その運営に当たるという形態である。その運営にあっては、指導者として学校
の教員があたり、企画や予算上の援助を教育委員会が行うなどが考えられる。
その第2は、既存の教育活動を両者がそれぞれで取り出し、企画し、運営する方法であり、
共同型と行ってもよいであろう。これは、従来の学社連携の考えの中でも行われてきたもの
で、共通する教育活動をさ らに充実させることと考えると理解しやすいのではないだろうか。
つまり、学校が実施主体の林間学校と社会教育施設が主催の自然体験活動を共通化し、それぞ
れが自分たちの独自性を発揮すると ともに連携するという形である。実際の活動場面では、自
然探索の指導者として社会教育施設の指導者を活用し、資料化の指導には教員が当たるなどの
工夫が考えられる。
第3は、 現在それぞれで行われている活動を両者共有のものとする形である。これは、共有
型といってもいい。従来は、教育活動のねらいが共通していても、その運営主体により、学校
教育であるとか、社会教育であるとかが問われていた。 いわゆる、縦割り行政の弊害が青少年
の教育活動にまで悪影響を及ぼしていた。したがって、 例えば、学校教育から見放され、社会
参加の道を社会教育に求めたと しても、そこでの活動が青少年に保障されていないということ
があった。これらに対しての制度的な整備に役立つと考える。また、日常行われている公民館
による英会話教室を学校の英語の授業として単位化するなどの活動も学校教育にとっては大き
なメリッ トとなる。
3）学社融合の現実的対応
学社融合を円滑に進めるには、従来の教育システムに、生涯学習の視点からの整備を行うこ
とが必要となる。それらを法的な整備の側面から考察してみる15）。
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第l点目は、学校教育法及び社会教育法における、 「学校の教育課程」、「社会教育の定義j、
「学校教育上支障のない限りの社会教育による学校施設の利用」という、学校教育と社会教育
の関係等に関する規定を、学校教育と社会教育の融合した指導領域16）・内容を明示した規定に
改めるなどの法律の改正を行うか、あるいは、学杜融合に関する教育課程を学校教育の中で扱
うことができるように特別法を制定することが求められる。
第2点目は、法律に定められた学校教育及び社会教育の指導領域・ 内容、さらに、定義を変
更することなく、学校教育法施行規則等の省令の中での特例等によって、学杜融合の指導領域
・内容の取り扱いについて、 具体的に定める。この場合に、高等学校に関する、学校教育法施
行規則第63条の4 「専修学校の高等課程単位認定」 及び第63条の5 「審査に合格した内容の単
位への加入j、大学に関する大学設置基準第29条 「大学以外の教育施設等に関する学修」の規
定に類する規定1を、単位制をとらない小 ・中学校の教育課程に適用できるように定めること
で対応できる可能性がある。
第3点目は、社会教育法第2条の社会教育の定義における 「学校の教育課程として行われる
教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動」を、 学校教育
法及び同法施行規則で、小学校・中学校の教育課程とされる各教科、道徳、特別活動に限定す
ると解釈し、それ以外の学校における教育活動は、社会教育の領域として位置づけることも可
能な学杜融合の指導領域 ・内容に相当することを確認することである。この場合には、現行の
法規定の変更を伴わないので、通達等での対応が可能である。ただし、 学校教育法第85条、及
び社会教育法第44条の「学校教育上支障のない限り」の学校教育の解釈についても同時に確認
することが必要である。
これらのことを踏まえ、現行法上で無理なく、新たな教育活動を展開するには、 学校教育の
視点からすると 「総合的な学習の時間」の活用は有効であると考える。もちろん、学杜融合論
は、生涯学習の視点を忘れてはならない考えであることから、ここでは、青少年教育に限定し
た教育活動の具体的展開について考察したものである。
5 学社融合の方向性と「総合的な学習の時間」
「学杜融合j論には、広義と狭義の捉え方がある17）。 広義の捉え方には、学校教育と社会全
体との連携である。社会には、家庭教育も、企業内教育も、地域における様々な教育機会や場
も含める考え方である。 狭義の学杜融合の考えは、文字通り教育の機会、場として学校教育と
社会教育の融合という考えである。
「学杜融合J論は、 学校もまた生涯学習の一部であるという生涯学習社会の構築をねらいと
しての考えであることは言うまでもない。つまり、学校教育が児童生徒を含む人々の生涯学習
との関連という広い視点に立つての考えであることを認識しなければならない。したがって、
「学社融合」論の方向性は、 一方で青少年の生涯学習の充実の視点から、もう一方で成人を含
む全ての人々の生涯学習を充実する視点からそのシステムの構築が図られなければならない。
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「学杜融合J論は、したがって、家庭、学校、地域の三者のそれぞれの学習機会の構造的な
把握とその連携・協力の可能性を探ることから始めなければならない。三者の学習機会の融合
部分は、「学校と家庭の融合」、「家庭と地域の融合」、「地域と学校の融合」、そして、「学校、家
庭、地域の三者の融合」の部分18）があり、それぞれがその独自性を発揮しつつも融合の部分で
の具体的な連携・協力が求められるのである。そのためには、融合の部分が、教育課程編成上
の指導領域であるのか、学習の場としての融合を意味するのか、または、学習機会における指
導方法、指導組織での融合を意味するのか、といった融合の具体的内容を明確にすることが今
後求められる。
図1は、学習の場と機会についての融合の重なりが4つの部分で構成されていることを明確
にした概念図である。従来は④のみが「学杜融合」のイメージとして強調されていたと考えら
れる。しかし、⑦の三者融合の部分も含めた生涯学習の視点からの整理、具体化が必要である。
② 
家庭教育
生涯学習社会
図1 融合のイメージ図
1 ）「総合的な学習の時間」のねらいと融合との関連
①学校教育
②家庭教育
各社会教育
④学校教育と社会教育の融合部分
⑤社会教育と家庭教育の融合部分
⑤家庭教育と学校教育の融合部分
⑦学校教育 ・社会教育 ・家庭教育
の三者融合の部分
学習指導要領の総則には、総合的な学習の時間の内容について、次のように記述されてい
る。「各学校においては、 2に示すねらいを踏まえ、例えば、 国際理解、情報、環境、福祉 ・健
康などの横断的な・総合的な課題、児童生徒の興味・関心に基づく課題、地域や学校の特色に
応じた課題などについて、 学校の実態に応じた学習活動を行うものとする」19）とされている。
つまり、現代社会や地域、 学校等の願いに起因する課題といった内容に即して、自分で課題を
見つけて学び、考え、判断する力（＝生きる力）を育てるとともに、学ぴ方やものの考え方を
身につけ問題解決に当たる態度 （＝方法知） を育成すること。さらに、これらを通じて自分の
得た知識や技能を総合的に働かせる『知の総合化』を目指している。この教育活動の展開に
は、学校の教育課程の編成、実施において、従来の枠にこだわらない教育活動を生み出す必要
性を示唆している。
総則に示されている総合的な学習の時間の学習内容を類型化すると、①国際理解、情報、環
境、福祉・健康などの例示による横断的・総合的な学習内容、②児童生徒の興味や関心に基づ
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く課題、①地域や学校の特色に応じた課題、 ④上記以外の課題である。これらの課題から何を
選定し、それらをどのように展開するかが、各学校に問われていることになる。特に、その教
育活動の展開においては、毎日の日常生活との関連に配慮して独自の内容を設定することにな
るが、当然のことながら、地域の社会現象、自然現象との関連を図りながら学習課題を設定す
ることになる。
教育課程の編成には、スコープとシークエンスが学校の教育目標との関連でどのように構造
化されているかが問われる。国全体の教育課程の基準として示される学習指導要領は、このス
コープの設定という点では、教育の機会均等、教育水準の向上という側面からの利点はある
が、 各学校の教育課程の共通化を促し、独自性を損なう危険性も持っている。その共通化は、
子どもたちの ［知」そのものを、量的なしかも、測定可能な 「結果と しての学力」として一般
化することを導いてきた。しかし、子どもたちの認識を、そのプロセスから大切にする教育に
は、その「知」を取りこむ学習の過程そのものに、いかにして独自性を持たせるかが大切であ
る。「知」の総合化には、従来の教科学習で補いきれなかった学習を行うことによって可能とな
るのである。 このことにこそ、学校教育、社会教育、家庭教育の融合という「学杜融合Jの指
導領域 ・内容の優れた教育活動を生み出すことになると考える。
2）家庭教育との関連
これからの学校においては、教育課程を編成する際、保護者、あるいは、その地域の多様な
人々の意見を求め、 自校の教育課程にその願いや意見をいかにして反映させるかが重要にな
る。中教審の第一次答申においては、「地域社会における教育の充実を地域ぐるみで行うための
一つの施策として、地域の人々の意向を反映しつつ、地域社会における学校外の様々な活動の
充実について連絡 ・協議を行い、ネットワークづく りを進めるため、市町村教育委員会が核と
なり、 PTA、青少年団体、地元企業、地域の様々な機関 ・団体や学校等の参加を得て、地域教
育連絡協議会を設けることj20）を提唱している。
このことは、 学社融合が、現在のところ具体的な教育活動として位置づけが明確になってい
ない法的な根拠を補うための行政上の対応の必要性を示唆していると受けとめることができ
る。
3）地域の人材の活用
学校での学習活動に地域の人材を活用しようとする実践が一般化しつつある。中教審の答申
でも特別非常勤講師の採用の方向性が示されている。第l次答申では、学校外の社会人を活用
することの意義を、次のように述べている。つまり、「幅広い経験を持ち、優れた知識・技術を
持つ社会人を活用することは、学校の教育内容を多様なものにすると ともに、特に、子どもた
ちに社会性や勤労観 ・職業観を育成したり、 実技指導の充実を図る上で有効と考えられる。ま
た、ともすれば閉鎖的となりがちな学校に、外部の新しい発想や教育力を取り入れることによ
り、教員の意識改革や学校運営の改善を促すことも期待されているj21）とある。ここで指摘さ
れていることは、教授・ 学習システムの改善という側面からの学杜融合の具体化と受けとめる
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ことができる。ただ、閉鎖的な学校の開放を外部からの力の導入を頼りに進めるのではなく、
学校の主体的な努力によって達成してほしいと考える。聞かれた学校について論議されて久し
いが、その基本的な視点は、①学校の教育力を地域に開放する、②教育の内容 ・方法に関して
地域との関係を強化する、①学校経営に地域の人々の参加を求める、という視点が必要であ
る。
従来は、学校教育の指導者は ［教師」という、 いわゆる教科学習を中心と した指導者像が強
調されすぎていたと考えられる。子どもたちに「生きる力」を育てるという視点、また、生涯
学習の指導者としての視点を教員養成により取り組むことが求められる。
4）地域・社会との連携
地域社会における生涯学習の機会の整備が各地において推進されている。 このことについて
中教審の第1次答申では、 「科学技術の発展と教育j「環境問題と教育」「地域社会における様々
な学習機会の提供」を地域とのかかわりで充実することを次のように示している。「科学技術観
などは ・・・・・・ これからは、更に子どもたちが直接、物に触れたり、動かしたりするな
ど、五感を使って体験できる学習の場として整備し、子どもたちにとって一層魅力あるものに
していく必要がある」22）と している。「総合的な学習の時間」は、学習の場と しての地域社会の
在り方を従来とは違った形で子どもたちの学習とどのようにかかわらせていくかが問われなけ
ればならない。
総合的な学習の時間は、学習の素材と しての地域、 学習の場と しての地域、そして、学習の
成果を確かめる場と しての地域など、学校という場でのみ行われてきた抽象的な学習から、よ
り現実的な問題解決の場としての、生きる場としての地域という意味が重視される中で展開さ
れる必要がある。
6 今後に向けて
「学社融合」論は、従来の教育システムの中の「学校教育」 と「社会教育」の機能を単純に
融合させるという考えを提起しているのではない。そのねらいは、生涯学習社会の構築という
大きな視点から提起されていると認識することが大切で、ある。子供たち一人一人にとって、「生
きる力」を育てる視点から、学校、家庭、社会がそれぞれの教育機能を発揮するとともに、新
たな融合の方略と しての指導内容、指導方法、指導組織など、子供の生活全体を通しでかかわ
りを考慮することが求められている。 そのためには、法体系を整備する必要性、社会の教育シ
ステムを改革していくことも求めている。それは、具体的な活動が子どもたちにとって、真に
価値のある ものであることが必要なのである。
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